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１ 土地開発公社にかかる情勢 

（１）第三セクター等の改革について（H24.6.25総務省）より 
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（２）適正な時価による売却 

   地価が下落している現状では、買取り時の簿価による売却は困難であることから、

適正な時価により売却を行い、その損失について一般会計が補てんすることが考え

られます。 

   また、事務手数料として、簿価の１％を事務経費として助成します。 

 
 

  一般会計による損失補てん 
 

          ＝ （ 簿価 － 売却額 ）＋ 簿価×１％ 
 

 

（３）第三セクター等改革推進債の発行状況 （市町村）    (単位 百万円、年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）第三セクター等改革推進債の実績（団体区分別）     （単位 件、億円） 

 

 

 

 

 

都道府県 市町村

釧路市 解散 1,933.0 15

江別市 解散 2,700.0 15

余市町 解散 77.4 10

白老町 解散 263.4 10

岩手県 北上市 解散 9,681.0 30

宮城県 美里町 解散 615.1 10

神奈川県 三浦市 解散 10,850.0 30

富山県 富山市 一部廃止 4,435.7 10

貝塚市 解散 2,100.0 15

河内長野市 解散 1,902.3 10

阪南市 解散 878.8 10

広島県 三原市 解散 3,281.2 10

高知県 高知市 解散 5,970.0 15

13 件 小計 44,687.9

宮城県 石巻市 解散 2,146.8 10

富山県 黒部市 解散 1,730.0 10

大阪府 和泉市 解散 2,835.0 15

山口県 周南市 解散 1,518.0 10

高知県 室戸市 解散 460.3 10

5 件 小計 8,690.1

18 件 合計 53,378.0

平成23年度

償還期間

平成22年度

北海道

大阪府

年度
団体名

処理 許可額
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２ 土地開発公社の存続と解散の比較 

（１）土地開発公社保有地の処分計画【存続】 

   平成２２年、土地開発公社経営健全化指針の策定にあわせ、保有地処分計画を作成したが、予定通りに進まない状況にある。 

   そこで、前述の損失補てんを前提に、保有地の処分計画を検討し、あわせて経営見通しを試算してみることにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※処分計画は、平成２５年度から３４年度の１０年間で、すべての保有地を売却するものとし、 

全体の面積を均等に売却、借入金も均等に減少するように設定した。 

 

　土地開発公社保有地一覧表
（単位　㎡，円）

推定時価 差益差損 差損累計

（見込）

1 幼稚園村造成事業 H09.03.06 760.75 15 23,560 0 4,260,200 4,236,640 0

2 宅地造成事業青島用地 H10.05.26 1,136.66 13 39,598,366 0 22,838,747 -16,759,619 -16,759,619

3 宅地造成事業手良用地（団地） H14.01.30 1,124.64 10 14,900,389 0 12,820,896 -2,079,493 -2,079,493

4 宅地造成事業（日影住宅用地） H18.09.21 565.46 5 10,263,099 0 10,636,303 373,204 0

5 上の原宅地造成用地 H19.10.16 387.88 4 9,674,426 0 7,136,992 -2,537,434 -2,537,434

1 小黒原産業適地 H12.08.11 28,283.67 11 202,961,797 180,000,000 236,623,800 33,662,003 0

2 伊那インター工業団地 H18.05.31 35,509.51 5 385,043,538 366,000,000 429,664,708 44,621,170 0

3 上の原工業団地 H18.05.31 6,687.89 5 222,161,974 211,000,000 150,955,231 -71,206,743 -71,206,743

4 鳥居沢工業団地 H18.07.13 6,483.42 5 62,531,545 60,000,000 43,809,395 -18,722,150 -18,722,150

5 横山工業団地 H19.11.28 19,005.73 4 78,996,595 75,000,000 128,424,433 49,427,838 0

6 新規創業支援施設 H18.12.26 7,545.92 5 62,451,384 59,000,000 115,344,777 52,893,393 0

7 大萱産業適地 H19.10.12 21,438.06 4 521,142,650 510,000,000 398,136,886 -123,005,764 -123,005,764

8 東原工業団地 H20.02.06 38,315.64 4 515,076,878 500,000,000 330,609,237 -184,467,641 -184,467,641

9 美篶工業団地 H20.02.06 31,598.67 4 659,299,976 648,000,000 532,663,294 -126,636,682 -126,636,682

合 計 198,843.90 2,784,126,177 2,609,000,000 2,423,924,899 -360,201,278 -545,415,526

保有
年数
H24.3

末現在

23年度末簿価
H24.3.31現在 民間資金借入額事業名 取得年月日 面積
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（２）保有地の処分計画に基づく経営収支の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※簿価に対する損失補てんにより、経常損失は発生するものの、資金不足とはならず最終年度まで経営は成り立つ。 

（単位　千円）

損益計算書 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

１ 事業収益（売却額） 203,497 0 242,000 237,160 232,417 227,769 223,214

２ 事業原価（元金償還） 190,395 0 260,900 260,900 260,900 260,900 260,900

事 業 総 損 益 13,102 0 △ 18,900 △ 23,740 △ 28,483 △ 33,131 △ 37,686

３ 一般管理費（人件費） 19,872 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000

事　業　損　益 △ 6,770 △ 17,000 △ 35,900 △ 40,740 △ 45,483 △ 50,131 △ 54,686

４ 事業外収益（事務費＋補てん） 856 0 38,780 43,620 48,363 53,011 57,566

５ 事業外経費（借入利息） 12,059 13,045 13,045 11,741 10,436 9,132 7,827

事 業 外 総 損 益 △ 11,203 △ 13,045 25,735 31,879 37,927 43,879 49,739

経　常　損　益 △ 17,973 △ 30,045 △ 10,165 △ 8,861 △ 7,556 △ 6,252 △ 4,947

現　金　預　金 107,385 77,340 67,175 58,314 50,758 44,506 39,559

損益計算書 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 25_34期間計

１ 事業収益（売却額） 218,750 214,375 210,088 205,886 201,768 2,213,427

２ 事業原価（元金償還） 260,900 260,900 260,900 260,900 260,900 2,609,000

事 業 総 損 益 △ 42,150 △ 46,525 △ 50,812 △ 55,014 △ 59,132 △ 395,573

３ 一般管理費（人件費） 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 170,000

事　業　損　益 △ 59,150 △ 63,525 △ 67,812 △ 72,014 △ 76,132 △ 565,573

４ 事業外収益（事務費＋補てん） 62,030 66,405 70,692 74,894 83,179 598,540

５ 事業外経費（借入利息） 6,523 5,218 3,914 2,609 1,305 71,750

事 業 外 総 損 益 55,507 61,187 66,778 72,285 81,874 526,790

経　常　損　益 △ 3,643 △ 2,338 △ 1,034 271 5,742 △ 38,783

現　金　預　金 35,916 33,578 32,544 32,815 38,557
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  しかし、この間に一般会計が補てんする総額は、５億９千万円余にのぼる。 

（３）第三セクター改革推進債の活用にむけて【解散】 

 

                                             ※平成２５年度に予定する用地を売却 

                                              したのち、三セク債を発行し解散 

                                              する場合を想定している。 

 

                                             ※売却に対して補てんを行っているため 

                                              三セク債の借入額が抑えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）市財政への第三セクター改革推進債の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位　円）

損益計算書 平成23年度 平成24年度 平成25年度 残額

１ 事業収益（売却額） 203,497 0 242,000 2,181,925

２ 事業原価（元金償還） 190,395 0 260,900

事 業 総 損 益 13,102 0 △ 18,900

３ 一般管理費（人件費） 19,872 17,000 17,000

事　業　損　益 △ 6,770 △ 17,000 △ 35,900

４ 事業外収益（事務費＋補てん） 856 0 38,780

５ 事業外経費（借入利息） 12,059 13,045 13,045

事 業 外 総 損 益 △ 11,203 △ 13,045 25,735

経　常　損　益 △ 17,973 △ 30,045 △ 10,165

現　金　預　金 107,385 77,340 67,175 19,075

金融機関からの借入額 2,609,000 2,609,000 2,348,100 0

三セク債 2,300,000

債権放棄額 99,000

借入利率 ＝ 0.8％ （Ｈ２３実績：0.85～0.60％） (単位：千円)

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 期間計

元金償還金 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 2,300,000

利子償還額 17,940 16,100 14,260 12,420 10,580 8,740 6,900 5,060 3,220 1,380 96,600

交付税措置額 8,970 8,050 7,130 6,210 5,290 4,370 3,450 2,530 1,610 690 48,300

一般財源影響額 238,970 238,050 237,130 236,210 235,290 234,370 233,450 232,530 231,610 230,690

実質公債費比率 1.19 1.19 1.18 1.18 1.17 1.17 1.16 1.16 1.15 1.15

将来負担比率 11.45 10.31 9.16 8.02 6.87 5.73 4.58 3.44 2.29 1.15 0.00

影
響
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（５）存続と解散による経費比較 

   これまでの試算をもとに、存続と解散における平成３４年度までの経費の比較を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ※解散時は、債権放棄額を経費としてみている。 

       存続時は、一般管理費はかからなかったものとして、相殺している。 

 

   この結果、あくまでも想定であるが、解散するほうが、お金の動きで２億７千万円ほど有利であると考えられる。 

 

 

 

３ 存続・解散についての協議 

（単位　千円）

補てん額 支払利子
終期残額 利子補助

解散 186,080 99,000 38,780 96,600 △48,300 0

存続 461,733 598,540 △38,557 71,750 △170,000

比較 △275,653 99,000 △559,760 △23,450 170,000

支出額
債権放棄額 一般管理費
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【参考資料】 

 

１ 県下の土地開発公社の状況（長野県提供） 

 

２ 土地開発公社を解散する場合の流れ 


